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[続葉有]

(54) Title: REVERSE OSMOSIS TREATMENT DEVICE

(54) 発明の名称 ：逆浸透処理装置

(57) Abstract: e present invention i s a reverse osmosis
treatment device equipped with a first vessel (80) for sub
jecting water to be treated to a primary treatment, and a
second vessel (82) for subjecting water to be treated, which
has been treated by the primary treatment, to a secondary
treatment, wherein: the interiors of the first and second ves
sels (80, 82) are each provided with an element (22)
equipped with a reverse osmosis membrane, or a plurality

供給水 of said elements connected in series by a water-collecting
pipe; the first vessel (80) has a first discharge pipe for dis
charging permeated water, and a permeated- water- flow ad
justment valve (64) for adjusting the pressure inside the
first vessel (80), and connected to the first discharge pipe;
and an energy recovery device (150) i s positioned between
the first discharge pipe and the permeated-water-flow ad
justment valve (64).

(57) 要約： 本発明は、被処理水を一次処理する
第 1 のベッセル （8 0 ) と、一次処理によって
処理された被処理水を二次処理する第 2 のべッ
セル （8 2 ) と、を備え、第 1 のベッセル （8
0 ) 内および第 2 のベッセル （8 2 ) 内に、逆
浸透膜を備えるエレメン ト （2 2 ) を 1 個、あ

Supplied water るいは、集水配管によリ直列に複数接続 して配
Permeated water
Concentrated water

置されてお り、第 1 のベッセル （8 0 ) は、透
過水を排出する第 1 の排出管と、第 1 の排出管
に接続され、第 1 のベッセル （8 0 ) 内の圧力

を調整する透過水流量調整バルブ （6 4 ) と、を有 し、第 1 の排出管と透過水流量調整バルブ （6 4 ) と
の間に、エネルギー回収装置 （1 5 0 ) を有する逆浸透処理装置である。
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明 細 書

発明の名称 ：逆浸透処理装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、逆浸透処理装置に係 り、特 に、圧力調整 を行なった際に発生す

る背圧を回収する逆浸透処理装置に関する。

背景技術

[0002] 逆浸透膜 （以下、 R O ( R e v e r s e O s m o s i s ) 膜）を使用 し

た脱塩処理装置では、逆浸透圧を利用するため、図 1 2 に示すように、円筒

状 に構成 された加圧容器 2 2 4 内に複数の R O膜エ レメン ト2 2 2 を直列で

配置 し、 R O膜エ レメン 卜2 2 2 の中央にある集水配管 2 3 4 で各 R O膜ェ

レメン 卜2 2 2 が接続 されている。供給水は、脱塩処理装置の一方か ら高圧

ポンプにより供給 され、濃縮水側 に設置されたバル ブの開度 によって、加圧

容器 2 2 4 内を加圧にする。加圧された圧力が、供給水の浸透圧を越えた場

合に、 R O膜 を透過 し、中央の集水配管 2 3 4 に脱塩水 （透過水）が流れ込

む。

[0003] 加圧容器 2 2 4 内に供給 した供給水は、供給水側か ら濃縮水側 に向って、

塩濃度が高 くなるため、加圧容器 2 2 4 内の圧力は最終的には最終段の塩濃

度 と透過水量、膜面の供給水流速によって加圧される圧力が決定される。 し

たがって、加圧容器 2 2 4 内の供給水側は、必要以上に圧力がかかるため、

透過水量が増加する。例えば R 0 膜エ レメン ト2 2 2 を 7 本直列で配置 した

場合の E l e m e n t o s i t i o n ( R 0 膜エ レメン 卜の位置） とR

e I a t i v e F l u x (相対的流束）の関係 を図 1 3 に示す。図 1 3 中

のエ レメン ト位置は、供給水側か らの本数である。図 1 3 に示すように、供

給水側の透過水量が多 く、濃縮水側 にい くにつれ、透過水量が下がることが

わかる。 これは、被処理水は濃縮水側 にい くにつれ塩濃度が高 くなるため、

濃縮水側では、高い圧力が必要になるが、供給水側 においても同 じ圧力がか

かっているため、供給水側でより多 くの透過水が生成 されるか らである。 こ



のように、図 1 3 に示すように、加圧容器 2 2 4 内における透過水量が不均

—であることにより、必要動力の増加、供給水側のR O膜エレメントの汚染

が進行する。

[0004] このような問題を解決するため、例えば、下記の特許文献 1 には、加圧容

器内の中央部でR O膜エレメン卜の接続部分に集水配管を閉塞するプラグと

、このプラグにより閉塞された集水配管から前後に分かれた透過水を各々外

部に排出する透過水ラインを設けた海水淡水化装置が記載されている。また

、プラグにより分離された圧力容器内の前方側透過水の量を調節し、この背

圧を回収するエネルギー回収装置を備えることが記載されている。

先行技術文献

特許文献
[0005] 特許文献1 ：特開2 0 1 0 _ 1 7 9 2 6 4 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0006] しかしながら、特許文献 1 に記載されている海水淡水化装置は、流量調節

弁が、エネルギー回収装置と逆浸透膜を有する圧力容器との間に設けられて

いるため、圧力容器内の前方側透過水の背圧を充分に利用することができて

いなかった。

[0007] 本発明はこのような事情に鑑みてなされたものであり、背圧を効果的に回

収し、装置内の他のシステムに使用することができる逆浸透処理装置を提供

することを目的とする。

課題を解決するための手段
[0008] 本発明は前記目的を達成するために、被処理水を一次処理する第 1の圧力

容器と、前記一次処理によって処理された前記被処理水を二次処理する第 2

の圧力容器と、を備え、前記第 1の圧力容器内および前記第 2 の圧力容器内

に、逆浸透膜を備える逆浸透膜エレメントを 1個、あるいは、集水配管によ

り直列に複数接続して配置されており、前記第 1の圧力容器は、一方の端部



に被処理水を供給する被処理水導入管を、他方の端部に、前記一次処理され

た前記被処理水を排出する第 1 の濃縮水排出管と、透過水を排出する第 1 の

排出管と、前記第 1 の排出管に接続され、前記第 1 の圧力容器内の圧力を調

整する透過水流量調整バルブと、を有 し、前記第 2 の圧力容器は、一方の端

部に、前記一次処理された前記被処理水を導入する一次処理水導入管と、他

方の端部に、前記二次処理された前記被処理水を排出する第 2 の濃縮水排出

管と、透過水を排出する第 2 の排出管と、を有 し、前記第 1 の排出管と前記

透過水流量調整/ ルプとの間に、エネルギー回収装置を有する逆浸透処理装

置を提供する。

[0009] 本発明によれば、第 1 の排出管と透過水流量調整バルブとの間に、ェネル

ギー回収装置を設けており、透過水流量調整バルブで第 1 の圧力容器内に背

圧をかけて調整するとともに、この背圧を、エネルギー回収装置を用いて回

収 している。そして、このエネルギーを装置の運転動力に使用することで、

装置の省動力化を可能とすることができる。

[001 0] 本発明の他の態様に係る逆浸透処理装置は、前記エネルギー回収装置が、

P X 型エネルギー回収装置、または、 D W E E R型エネルギー回収装置であ

ることが好ましい。

[001 1] 本発明の他の態様に係る逆浸透処理装置によれば、 P X 型エネルギー回収

装置、または、 D W E E R型エネルギー回収装置を用いることにより、装置

内の液体を供給する際の圧力としてエネルギーを利用することができる。

[001 2] 本発明の他の態様に係る逆浸透処理装置は、前記エネルギー回収装置が、

タ一ポチャ一ジャー型エネルギー回収装置であることが好ましい。

[001 3] 本発明の他の態様に係る逆浸透処理装置によれば、ターボチヤ一ジャー型

エネルギー回収装置を用いているので、装置内の液体を供給する際の圧力と

してエネルギーを利用することができる。また、圧力を伝達する際に、液体

同士が接触する必要が無いので、幅広い液体同士に利用することができる。

[0014] 本発明の他の態様に係る逆浸透処理装置は、前記エネルギー回収装置が、

タービン発電機であることが好ましい。



[001 5] 本発明の他の態様に係る逆浸透処理装置によれば、第 1 の圧力容器の背圧

をタービン発動機に利用することで装置に使用される電力として使用するこ

とができる。

[001 6] 本発明の他の態様に係る逆浸透処理装置は、低い圧力で逆浸透膜処理が可

能な逆浸透膜エレメン トを有する第 3 の圧力容器を備え、前記エネルギー回

収装置により、前記第 1 の圧力容器から排出される透過水の背圧を、前記第

2 の圧力容器から排出される透過水に転換させ、圧力が高 くなつた前記第 2

の圧力容器からの透過水を前記第 3 の圧力容器で処理することが好ましい。

[001 7] 本発明によれば、第 1 の圧力容器からの背圧を第 2 の圧力容器からの透過

水に転換させている。第 2 の圧力容器からの透過水は、第 2 の圧力容器に供

給される被処理水が一次処理された濃縮水であるため、処理が十分に行われ

ない場合がある。この場合、さらに処理を行うが、すでに処理された透過水

であるため、低い圧力で逆浸透処理を行うことができる。 したがって、第 2

の圧力容器からの透過水を第 3 の圧力容器に送る圧力として利用することが

できる。また、圧力を交換する液体同士が接触 したとしても、水質の差が小

さく、また、液体同士の接触も短時間であるので、特に品質の影響を受けな

い。

[001 8] 本発明の他の態様に係る逆浸透処理装置は、前記第 1 の圧力容器に前記被

処理水を供給する高圧ポンプを備え、前記ターポチヤージャ一型エネルギー

回収装置で回収されたエネルギーを前記高圧ポンプに前記被処理液を供給す

る供給手段として使用することが好ましい。

[001 9] 本発明の他の態様に係る逆浸透処理装置によれば、高圧ポンプに被処理液

を供給する供給手段として、第 1 の圧力容器からの背圧を利用 している。高

圧ポンプへの供給は、低い圧力で行なうことができるので、第 1 の圧力容器

からの背圧で被処理液を供給することができる。

[0020] 本発明の他の態様に係る逆浸透処理装置は、前記第 1 の圧力容器の供給す

る前記被処理水の前処理を行う前処理システムを備え、前記ターボチ ャージ

ャ一型エネルギー回収装置で回収されたエネルギーを前記前処理システムに



前記被処理液を供給する供給手段として使用することが好ましい。

[0021 ] 本発明の他の態様に係る逆浸透処理装置によれば、被処理水の前処理シス

テムに被処理液を供給する供給手段として、第 1 の圧力容器からの背圧を利

用 している。前処理システムへの供給は低い圧力で行なうことができるので

、第 1 の圧力容器からの背圧で被処理液を供給することができる。

発明の効果

[0022] 本発明によれば、圧力容器を、被処理水を一次処理する第 1 の圧力容器と

2 次処理する第 2 の圧力容器との 2 つに分けて配置 しているので、第 1 の圧

力容器からの透過水量を制御することで、逆浸透処理装置全体の透過水量を

増やすことができる。また、第 1 の圧力容器の透過水量を下げることで生 じ

た背圧をエネルギー回収装置で回収することで、効率良くエネルギーを使用

することができる。

図面の簡単な説明

[0023] [ 図1]実施の形態の逆浸透処理装置が設置された脱塩処理システムのプロック

図である。

[図2]実施の形態の逆浸透処理装置のエレメン卜の構成を示 した斜視図である

[図3] 図 2 に示 したエレメン卜の R O膜が巻回される前の状態を示 したエレメ

ン卜の正面図である。

[図4] 図 2 に示 したエレメン卜の正面図である。

[図5]実施の形態の逆浸透処理装置の概略構成を示す断面図である。

[図6]実施の形態の逆浸透処理装置の R O膜エレメン卜の位置と透過水の相対

的流束の関係を示 したグラフ図である。

[図7]他の実施の形態の逆浸透処理装置の概略構成を示す断面図である。

[図8] P X / D W E E R型エネルギー回収装置を有する逆浸透処理装置の概略

図である。

[図9] ターボチヤ一ジャー型エネルギー回収装置を有する逆浸透処理装置の概

略図である。



[ 図10] ターボチヤ一ジャー型エネルギー回収装置で使用するエネルギー交換

先を説明する図である。

[図11] タ一ビン発電機を有する逆浸透処理装置の概略図である。

[図12]従来の逆浸透処理装置の概略構成を示す断面図である。

[図13]従来の逆浸透処理装置のR O膜エレメン卜の位置と透過水の相対的流

束の関係を示したグラフ図である。

発明を実施するための形態
[0024] 以下、添付図面に従って本発明の好ましい実施の形態について説明する。

本発明は以下の好ましい実施の形態により説明されるが、本発明の範囲を逸

脱すること無く、多くの手法により変更を行なうことができ、本実施の形態

以外の他の実施の形態を利用することができる。従って、本発明の範囲内に

おける全ての変更が特許請求の範囲に含まれる。

[0025] 図 1は、実施の形態の逆浸透処理装置 1 0 が組み込まれた脱塩処理システ

厶2 0 のプロック図である。なお、本発明における脱塩処理システムは、例

えば、排水再利用、純水製造、かん水淡水化、海水淡水化など、被処理水を

逆浸透処理するシステムに用いることができる。

[0026] 同図に示す脱塩処理システム 2 0 は、被処理水が貯留されたタンク 1 2 、

高圧ポンプ 1 4 、および逆浸透処理装置 1 0 から構成される。タンク 1 2 の

被処理水は、高圧ポンプ 1 4 によつて逆浸透処理装置 1 0 に高圧で供給され

、逆浸透処理装置 1 0 の各R O膜 （処理膜）によって逆浸透処理 （脱塩処理

) されることにより、脱塩された透過水 （分離水） 1 6 と、塩分が濃縮され

た濃縮水 （被処理水） 1 8 とに分離される。このようにして得られた透過水

6 は、排出管を介して逆浸透処理装置 1 0 の外部に排出され、濃縮水 1 8

も同様に、透過水を排出する排出管とは異なる排出管を介して逆浸透処理装

置 1 0 の外部に排出される。なお、逆浸透処理装置 1 0 内の圧力は、高圧ポ

ンプ 1 4 を用いて高圧に供給することで、逆浸透処理装置 1 0 内の圧力を高

圧することができる。また、逆浸透処理装置 1 0 の出口側にバルブを設け、

ノく' ルプの開度により逆浸透処理装置 1 0 内の圧力を設定する。



[0027] タンク 1 2 内の被処理水としては、原水をそのまま使用 してもよいが、前

処理を施 して原水に含まれる濁質成分等を除去 した被処理水を使用すること

が好ましい。前処理としては、フィルタ利用、および沈殿池に原水を導入 し

て塩素等の殺菌剤を添加 し、原水中の粒子を沈殿除去するとともに微生物を

殺菌する等の処理がある。また、原水に塩化鉄等の凝集剤を添加 して濁質成

分を凝集させ、これを濾過 して除去 した被処理水を使用 してもよい。

[0028] 逆浸透処理装置 1 0 は、図 2 に示すエレメン ト2 2 を 1個、あるいは、複

数個直列に接続 し、これを図 5 に示す円筒状の第 1 のベッセル 8 0 、第 2 の

ベッセル 8 に充填 して第 1 のモジュール 8 4 、第 2 のモジュール 8 6 とし

、この第 1 のモジュール 8 4 および第 2 のモジュール 8 6 を 1 つの単位とし

て、単独、あるいは、並列に接続することにより構成される。

[0029] 図 2 に示すようにエレメン ト2 2 は、 R O膜 2 8 と排出管 3 0 とを含む膜

ュニッ卜3 2 が集水配管 3 4 の周囲に配置されて構成されている。膜ュニッ

卜3 2 は図 3 の如く、 4 枚の袋体状のR O膜 2 8 、 2 8 、 が集水配管 3 4

の外周部に放射状に接続され、これらのR O膜 2 8 、 2 8 、 を、図4 の如

く集水配管 3 4 の周囲にスパイラル状に巻回することにより構成される。袋

体状のR O膜 2 8 の一端は開口され、この開口部が図 3 に示す集水配管 3 4

の透孔 3 6 と連通するようにR O膜 2 8 が集水配管 3 4 に接着されている。

被処理水は、 R O膜 2 8 の外表面を流れ、 R O膜 2 8 を透過することにより

脱塩される。そして、 R O膜 2 8 を透過 した脱塩後の透過水は、 R O 2 8

の内側からR O膜 2 8 の開口、および集水配管 3 4 の透孔 3 6 を介 して集水

配管 3 4 内に集水され、集水配管 3 4 から排出管 3 0 を介 してエレメン 卜2

2 から排出される。なお、図 3 の符号 3 8 は、 R O膜 2 8 の内部に配置され

るメッシュ状のスぺ一サ一である。このスぺ一サ一 3 8 によって、 R O膜 2

8 がスパイラル状に巻かれてもR 0 膜 2 8 の内部空間が潰れないように保持

される。また、符号 4 0 は、隣接するR O膜 2 8 、 2 8 の間に配置されたメ

ッシュ状のスぺ一サ一である。このスぺ一サ一4 0 もR O膜 2 8 と同様に集

水配管 3 4 の外周部に放射状に接着されている。



[0030] 図 5 は、実施の形態の逆浸透処理装置 1 0 の断面図である。本実施形態に

おいては、第 1 のベ ッセル 8 0 には、 2 個のエ レメン ト2 2 を直列に接続 し

た一次処理 を行なう第 1 のモジュール 8 4 が示されてお り、第 2 のベ ッセル

8 には、 5 個のエ レメン 卜2 2 を直列に接続 した二次処理 を行なう第 2 の

モジュール 8 6 が示されている。第 1 のベ ッセル 8 0 の端部 には、被処理水

が導入、第 1 のベ ッセル 8 0 で処理 されず残 った第 1 の濃縮水 （一次処理 さ

れた被処理水）が排出されるように開口されてお り、第 2 のベ ッセル 8 2 の

端部 にも、第 1 のベ ッセル 8 0 か ら排出された濃縮水 （一次処理 された被処

理水）が導入、第 2 のベ ッセル 8 2 で処理 されず残 った第 2 の濃縮水 （二次

処理 された被処理水）が排出されるように開口されている。第 1 のベ ッセル

8 0 の導入側の開口部 には、高圧ポンプ 1 4 によって所定の操作圧力が負荷

されるようになつている。 また、第 1 のベ ッセル 8 0 、第 2 のベ ッセル 8 2

は、高圧 （5 M P a 以上）に耐え得 るように F R P 等 によって構成すること

もできる。 また、第 1 のベ ッセル 8 0 と第 2 のベ ッセル 8 2 も高圧に耐え得

る材料により構成 された管 により接続 されていることが好ま しい。

[0031 ] 図 5 に示すように、第 1 のベ ッセル 8 0 には、第 1 のベ ッセル 8 0 内に被

処理水を導入する被処理水導入管 5 6 と、被処理水が集水配管 3 4 へ透過せ

ず残 った第 1 の濃縮水を排出する第 1 の濃縮水排出管 6 2 を備えている。 R

0 膜 2 8 を通 り、集水配管 3 4 内に集水された透過水は、第 1 の濃縮水排出

管 6 2 側 に設けられた第 1 の排出管 5 8 を介 して第 1 のベ ッセル 8 0 か ら排

出される。第 1 の排出管 5 8 の出口には、エネルギー回収装置 1 5 0 、計測

器 6 6 および透過水流量調整バル ブ 6 4 を備えている。透過水流量調整バル

プ 6 4 を調節 し背圧をかけることで、第 1 のベ ッセル 8 0 内の圧力を調整 し

、第 1 のベ ッセル 8 0 か らの透過水量を調節 している。そ して、 この背圧を

エネルギー回収装置 1 5 0 で回収 し、逆浸透処理装置 1 0 のシステムに利用

することで、運転動力を減少させることができる。

[0032] 第 2 のベ ッセル 8 2 には、第 2 のベ ッセル 8 2 内に、第 1 のベ ッセル 8 0

か ら排出された第 1 の濃縮水を導入する一次処理水導入管 6 8 と、集水配管



3 4 へ透過せず残 った第 2 の濃縮水 を排 出す る第 2 の濃縮水排 出管 7 0 を備

えている。 第 2 の濃縮水排 出管 7 0 の 出 口には、 第 2 のベ ッセル 8 2 内の圧

力 を調節 す る濃縮水排 出バル ブ 7 4 を備 えている。 R O 膜 2 8 を通 り、集水

配管 3 4 内 に集水 された透過水 は、 第 2 の濃縮水排 出管 7 0 側 に設 け られた

第 2 の排 出管 7 2 を介 して第 2 のベ ッセル 8 2 か ら排 出され る。 第 2 の排 出

管 7 2 の 出 口には、計測器 7 6 を備 えている。

[0033] この逆浸透処理装置 1 0 によれ ば、 図 1 の タ ンク 1 2 か ら被処理水導 入管

5 6 を介 して供給 された被処理水 は、流路 5 7 を介 してエ レメ ン ト2 2 に導

かれ、被処理水 はエ レメ ン ト2 2 の R O 膜 2 8 を順 次通過 したのち、集水配

管 3 4 に集水 され る。本実施形態 においては、 第 1 のベ ッセル 8 0 、 第 2 の

ベ ッセル 8 2 と、 2 段 階 で逆浸透処理 を行 ってお り、 第 1 のベ ッセル 8 0 内

で処理 された透過水 は、 第 1 の排 出管 5 8 を介 して第 1 のベ ッセル 8 0 か ら

排 出され る。集水配管 3 4 へ透過せず残 った第 1 の濃縮水 は、 第 1 の濃縮水

排 出管 6 2 か ら排 出され、 第 2 のベ ッセル 8 2 の一次処理水導 入管 6 8 を介

して供給 され、流路 6 9 を介 してエ レメ ン ト2 2 に導 かれ、 ¾ 0 膜 2 8 を順

次通過 したのち、集水配管 3 4 に集水 され る。 第 2 のベ ッセル 8 2 内で処理

された透過水 は、 第 2 の排 出管 7 2 を介 して第 2 のベ ッセル 8 2 か ら排 出さ

れ る。集水配管 3 4 へ透過せず残 った第 2 の濃縮水 は、 第 2 の濃縮水排 出管

7 0 か ら排 出され る。

[0034] 図 6 は、 実施 の形態 の逆浸透処理装置 の R 0 膜 エ レメ ン 卜の位置 と透過水

の相対 的流束 の関係 を示 した図であ る。 なお、本発 明のデー タは、 第 1 のべ

ッセル 内に 2 個 のエ レメ ン トを設置 し （図 6 横軸 のELement pos i t i on No. 1及

び2) 、 第 2 のベ ッセル に 5 個 のエ レメ ン トを設置 して （図 6 横軸 のELement

pos i t i on No. 3か ら7) 実験 を行 な ったデー タであ る。従来 では、供給水側 か

ら多 くの透過水 が生成 され、濃縮水側 にい くにつれ、透過水 の量 が下が つて

いた。 これ は、ベ ッセル 内にか ける圧力が最終段 のエ レメ ン トにか ける圧力

によ り決定 され るか らであ る。 これ に対 し、本発 明では、 第 1 のベ ッセル 8

0 内 を透過水流量調整 / ル プ 6 4 によ り圧力 を調整 す る ことがで きるので、



図 6 に示すように、 R e l a t i v e F l u x を所望の値に設定すること

ができ、透過水量を減 らすことができる。第 1 のベッセル 8 0 内での透過水

量を減 らすことにより、第 1 の濃縮水の塩濃度を低 くすることができるので

、図 6 のエレメン ト位置 3 ~ 7 に示すように、第 2 のベッセル 8 2 内におい

ても透過水量を増やすことができる。 したがって、各 R O膜エレメン トの透

過水量の不均一さを解消することができ、これにより、装置全体として透過

水量を上げることができる。

[0035] なお、第 1 のベッセル 8 0 内の流量の調節は、計測器 6 6 により測定 した

数値により透過水流量調整バルブ6 4 の開度を調節することで行なうことが

でき、第 2 のベッセル 8 2 内の流量の調節についても、計測器 7 6 により測

定 した数値により濃縮水排出バルブ7 4 の開度を調節することで行なうこと

ができる。また、高圧ポンプ 1 4 と逆浸透処理装置 1 0 の間に圧力計を設け

、圧力計の数値により、高圧ポンプ 1 4 を調節することで、透過水の流量を

制御することも可能である。計測器 6 6 、 7 6 としては、流量計、圧力計、

電気伝導度計を用いることができる。電気伝導度を測定することで、塩濃度

の阻止率が変化するため、塩濃度の阻止率をモニタリングすることで、透過

水の量を確認することができる。このように、第 1 のベッセル 8 0 内の流量

を透過水流量調整バルブ6 4 の開度で調節することにより、第 1 のベッセル

8 0 内には、 1 ~ 2 M P a の圧力がかかる。

[0036] なお、エレメン ト2 2 の個数について、図 5 においては、第 1 のベッセル

8 0 内には 2 個、第 2 のベッセル 8 2 内には、 5 個のベッセルが設けられて

いるが、これに限定されるものではない。ただ し、第 1 のベッセル 8 0 内の

エレメン ト2 2 の個数は、第 2 のベッセル 8 2 内のエレメン 卜の個数と同 じ

、あるいは少ないことが好ましい。エレメン ト2 2 の汚れについて、供給水

側のエレメン 卜2 2 が汚れやすくなるため、第 1 のベッセル 8 0 内のエレメ

ン 卜2 2 を交換することで、装置全体として効率良く、透過水の生成を行な

うことができる。 したがって、第 1 のベッセル 8 0 内のエレメン ト2 2 の個

数を減 らすことで、第 1 のベッセル 8 0 内のエレメン 卜2 2 の交換を容易に



行なうことができる。図 6 より、第 1 のベッセル 8 0 から透過水を排出する

ことを考慮すると、第 1 のベッセル 8 0 内には、 2 個のエレメン トを用いる

ことが好ましいが、汚れの点からは 1個のエレメン 卜を配置することでも充

分である。第 1 のベッセル 8 0 内のエレメン トの数は、 1 ~ 4 個であること

が好ましく、より好ましくは、 2 ~ 3 個である。

[0037] 図 7 は、他の実施の形態の逆浸透処理装置 1 1 0 の断面図である。図 7 に

示す逆浸透処理装置 1 1 0 は、第 1 のベッセル 8 0 a 、 8 O b が 2 個設置さ

れている点が、図 5 に示す逆浸透処理装置 1 0 と異なっている。また、図 7

に示す逆浸透処理装置は、第 1 のベッセル 8 0 a 、 8 0 b 、および、第 2 の

ベッセル 8 2 の被処理水の流れ方向の端部に、濃縮水の排出口が設けられて

いるエン ドポ一 卜ベッセルを用いた図であり、図 5 は、濃縮水の排出口がベ

ッセルの側面に設けられたサイ ドボ一 卜ベッセルを使用 した図である。透過

水の量は、第 1 のベッセル 8 0 a 、 8 0 b 内で処理される量が多くなり、第

1 のベッセル 8 0 a 、 8 0 b で処理されず残る第 1 の濃縮水の量は少なくな

る。図 7 に示すように複数の第 1 のベッセル 8 0 a 、 8 O b からの第 1 の濃

縮水を、第 2 のベッセル 8 2 に供給することで効率良く処理を行なうことが

できる。図 7 に示す逆浸透処理装置 1 1 0 においては、第 1 のベッセル 8 0

a 、 8 0 b の第 1 の排出管 5 8 a 、 5 8 b から排出された透過水を配管 8 8

で合流 し排出する。この配管 8 8 に、エネルギー回収装置 1 5 0 、計測器 6

6 、透過水流量調整バルブ6 4 を設け、透過水流量調整バルブ6 4 で、第 1

のベッセル 8 0 a 、 8 0 b 内の圧力を調節 して透過水の量を調節することが

できる。

[0038] 次に図 8 ~ 1 1 を用いてエネルギー回収装置の具体的な利用方法について

説明する。

[0039] 図 8 は P X ( P r e s s u r e E x c h a n g e r ) 型エネルギー回収

装置、または、 DW E E R ( D u a I W o r k E n e r g y E x c h a n

g e r ) 型エネルギー回収装置を用いた場合の逆浸透処理装置の概略図であ

る。図 8 に示すように、第 1 の排出管 5 8 (図 7 参照）と透過水流量調整バ



ル プ 6 4 との間に、エネルギー回収装置 1 5 0 が設 け られている。第 1 の排

出管 5 8 と透過水流量調整バル ブ 6 4 の間にエネルギー回収装置 1 5 0 を設

けることで、透過水流量調整バル ブ 6 4 で流量 を調節することによ り生 じた

背圧 をエネルギー回収装置 1 5 0 で回収することがで きる。 また、エネルギ

—回収装置 1 5 0 を透過水流量調整バル ブ 6 4 と第 1 のベ ッセル 8 0 との間

に設 けることで、第 1 のベ ッセル 8 0 にかかる圧力を効率良 く回収すること

がで きる。エネルギー回収装置 と しては、 P X 型エネルギー回収装置、 D W

E E R 型エネルギー回収装置 を使用することがで きる。 また、 P X 型ェネル

ギ一回収装置、 D W E E R 型エネルギー回収装置 と しては、公知のものを使

用することがで きる。 P X 型エネルギー回収装置、 D W E E R 型エネルギー

回収装置 を使用することで、 9 5 % 程度のエネルギーを回収することがで き

る。

P X 型エネルギー回収装置、 D W E E R 型エネルギー回収装置は、第 1 の

ベ ッセル 8 0 か ら排 出された 1 ~ 2 M P a の高い圧力を有する透過水 （「透

過水 1 」 とする）を、第 2 のベ ッセル 8 2 か ら排 出された透過水 （「透過水

2 」 とする）に伝達 させる。 そ して この交換 された高い圧力を有する透過水

2 を、低 い圧力で逆浸透処理 を行 うことがで きる低圧 R O モジュール 1 5 2

で処理することによ り、 よ り塩濃度の低 い透過水 2 とすることがで きる。第

2 のベ ッセル 8 2 に供給 される被処理水は、第 1 のベ ッセル 8 0 で一次処理

されているため、塩濃度の高い被処理水である。 したが って、第 2 のべ ッセ

ル 8 2 か ら排 出される透過水 2 は、塩濃度が第 1 のベ ッセル 8 0 か ら排 出さ

れる透過水 よ り高 くなる。 したが って、第 2 のベ ッセル 8 2 か ら排 出された

透過水 2 を低圧 R 0 モジュール 1 5 2 で処理することによ り、 よ り塩濃度の

低 い透過水 2 とすることがで きる。 そ して、 この透過水 2 の低圧 R O モジュ

—ル 1 5 2 への圧送 を第 1 のベ ッセル 8 0 にかかる背圧 を利用することで、

エネルギーを効果的に利用することがで きる。なお、運転状況 に応 じて、第

1 のベ ッセル 8 0 か らの透過水の圧力が変動するため、十分 に圧力を付与で

きない場合 を考慮 し、昇圧ポ ンプ 1 5 4 を設 けることもで きる。第 1 のべ ッ



セル 8 0 か らの背圧が不充分である場合は、昇圧ポンプ 1 5 4 を用いて、圧

力を上げることもできる。

[0041 ] P X 型エネルギー回収装置は、 レポルバ一状の複数円筒回転体の円筒中で

、第 1 のベ ッセル 8 0 か らの透過水 1 の ピス トン流を方向切替 し、第 2 のべ

ッセル 8 2 か らの透過水 2 に伝達させる。

[0042] D W E E R型エネルギー回収装置は、円筒状圧力容器を複数本用いて、各

円筒内で第 1 のベ ッセル 8 0 か らの透過水 1 と第 2 のベ ッセル 8 2 か らの透

過水 2 を隔壁で仕切 り、流れ方向を交互に切 り替え、一方の圧力を他方に伝

達する。

[0043] 図 8 においては、透過水 1 と透過水 2 とで圧力の伝達を行なっているが、

液体同士で圧力の伝達を行なうことができれば特 に限定されない。 しか しな

が ら、 P X 型エネルギー回収装置、 DW E E R型エネルギー回収装置 とも、

それぞれのエネルギー回収装置内で、各液体が接触する。 したがって、使用

する液体の塩濃度 に差がある （例えば、海水 と透過水など） と、圧力を伝達

する際に、濃度変化が生 じて しまうため、圧力を交換する液体同士の塩濃度

の差は小さいことが好ま しく、図 8 に示すように、第 1 のベ ッセル 8 0 か ら

の透過水 1 と第 2 のベ ッセル 8 2 か らの透過水 2 とすることが好ま しい。

[0044] また、 P X 型エネルギー回収装置および DW E E R型回収装置は、ェネル

ギ一の交換先 と交換元の体積がほぼ 1 ：1 であるため、第 1 のベ ッセル 8 0

か らの透過水 1 の量 と第 2 のベ ッセルか らの透過水 2 の流量比も 1 ：1 とす

ることが好ま しい。 しか しなが ら、運転状況によりどち らかが大 きくなる場

合があ り、第 2 のベ ッセルか らの透過水 2 が多い場合は、昇圧ポンプ 1 5 4

で昇圧すればよ く、第 1 のベ ッセルか らの透過水 1 の量が多 くなれば、エネ

ルギ一を廃棄するのみであるので、特 に影響 されない。

[0045] 図 9 は、エネルギー回収装置 と して、 ターボチヤ一ジャー型回収装置を使

用 した場合の逆浸透処理装置の概略図である。 ターボチヤ一ジャ一型回収装

置は、第 1 のベ ッセル 8 0 か らの背圧を、 ター ビンの回転動力に変換 し、 こ

の回転エネルギーを交換先の液体の昇圧に利用する。 ターボチヤ一ジャー型



回収装置を使用することにより9 0 %程度のエネルギーを回収することがで

きる。

[0046] ターボチヤ一ジャー型回収装置として使用する場合は、エネルギーを交換

する液体同士が接触することがないため、逆浸透処理装置内のあらゆる水を

対象として、背圧を利用することができる。

[0047] 背圧を利用 して圧力を昇圧する液体としては、図 1 0 に示す位置で供給す

る液体の昇圧に使用することができる。図 1 0 においては、エネルギー回収

装置 1 5 0 として記載 しているが、このエネルギー回収装置 1 5 0 を図 1 0

中で示す各位置 1 6 0 — 1 ~ 1 6 0 —6 に設け、エネルギー交換することで

、液体の供給をすることができる。具体的には、 [ 1 6 0 — 1 ] 第 1 のべッ

セル 8 0 に供給する高圧ポンプ 1 4 に供給する供給ポンプの代替または補助

、 [ 6 0 - 2 ] 被処理液を低圧処理可能な前処理システム 1 6 2 、例えば

、砂ろ過、M F、 U F膜など、に供給する供給ポンプ、 [ 1 6 0 —3 ] 前処

理システム 1 6 2 よりもさらに低圧で使用できるタンク 1 6 4 からの取排水

、送水ポンプの供給ポンプ、 [ 1 6 0 —4 ] 第 2 のベッセル 8 2 からの透過

水を、低圧 R 0 モジユール 1 5 2 に供給する際の供給ポンプ、 [ 1 6 0 — 5

] 高圧ポンプ 1 4 の補助昇圧、 [ 1 6 0 —6 ] 第 1 のベッセル 8 0 から排出

された一次濃縮水を昇圧 し、第 2 のベッセル 8 2 での回収率、造水量の増加

、に使用することができる。背圧を利用 して、エネルギーを上昇させる液体

としては、第 1 のベッセル 8 0 からの背圧を利用 しているので、低圧部で利

用することが好ましく、上記の順番で利用されることが好ましい。

[0048] 図 1 1 は、エネルギー回収装置 1 5 0 として、タービン発電機を使用 した

場合の逆浸透処理装置の概略図である。図 1 1 においては、タ一ビン発電機

を設けて、第 1 のベッセル 8 0 からの背圧を利用 し、タービンを回転させて

、発電させることができる。発生させた電力としては、逆浸透処理装置内の

電力として利用することで、逆浸透処理装置の運転動力を減少させることが

できる。

符号の説明



1 0 、 1 1 0 逆浸透処理装置、 1 2 タンク、 1 4 高圧ポ ンプ、 1 6

透過水、 1 8 濃縮水、 2 0 脱塩処理 システム、 2 2 エ レメン ト （逆

浸透膜エ レメン ト）、 2 8 R O 膜、 3 0 排 出管、 3 2 膜 ユニ ッ ト、 3

4 集水配管、 3 6 透孔、 3 8 、 4 0 スぺ一ザ一、 5 6 被処理水導入

管、 5 7 流路、 5 8 第 1 の排 出管、 6 2 第 1 の濃縮水排 出管、 6 4

透過水流量調整バル ブ、 6 6 、 7 6 計測器、 6 8 一次処理水導入管、 6

9 流路、 7 0 第 2 の濃縮水排 出管、 7 2 第 2 の排 出管、 7 4 濃縮水

排 出バル ブ、 8 0 第 1 のベ ッセル （第 1 の圧力容器）、 8 2 第 2 のべ ッ

セル （第 2 の圧力容器）、 8 4 第 1 のモジュール、 8 6 第 2 のモジュ一

ル、 8 8 配管、 1 5 0 エネルギー回収装置、 1 5 2 低圧 R 0 モジュ一

ル、 1 5 4 昇圧ポ ンプ、 1 6 2 前処理 システム、 1 6 4 タンク



請求の範囲

[ 請求項 1] 被処理水 を一次処理する第 1 の圧力容器 と、前記一次処理 によって

処理 された前記被処理水 を二次処理する第 2 の圧力容器 と、 を備 え、

前記第 1 の圧力容器内および前記第 2 の圧力容器内に、逆浸透膜 を

備 える逆浸透膜エ レメン トを 1 個、あるいは、集水配管 によ り直列に

複数接続 して配置 されてお り、

前記第 1 の圧力容器は、一方の端部 に被処理水 を供給する被処理水

導入管 を、他方の端部 に、前記一次処理 された前記被処理水 を排 出す

る第 1 の濃縮水排 出管 と、透過水 を排 出する第 1 の排 出管 と、前記第

の排 出管 に接続 され、前記第 1 の圧力容器内の圧力を調整する透過

水流量調整 / ル プと、 を有 し、

前記第 2 の圧力容器は、一方の端部 に、前記一次処理 された前記被

処理水 を導入する一次処理水導入管 と、他方の端部 に、前記二次処理

された前記被処理水 を排 出する第 2 の濃縮水排 出管 と、透過水 を排 出

する第 2 の排 出管 と、 を有 し、

前記第 1 の排 出管 と前記透過水流量調整バル ブとの間に、エネルギ

一回収装置 を有する逆浸透処理装置。

[ 請求項 2 ] 前記エネルギー回収装置が、 P X 型エネルギー回収装置、 または、

D W E E R 型エネルギー回収装置である請求の範囲第 1 項 に記載の逆

浸透処理装置。

[ 請求項 3 ] 前記エネルギー回収装置が、 ターボチヤ一ジャー型エネルギー回収

装置である請求の範囲第 1 項 に記載の逆浸透処理装置。

[ 請求項 4 ] 前記エネルギー回収装置が、 ター ビン発電機 である請求の範囲第 1

項 に記載の逆浸透処理装置。

[ 請求項 5 ] 低 い圧力で逆浸透膜処理が可能な逆浸透膜エ レメン トを有する第 3

の圧力容器 を、 さ らに備 え、

前記エネルギー回収装置 によ り、前記第 1 の圧力容器か ら排 出され

る透過水の背圧 を、前記第 2 の圧力容器か ら排 出される透過水 に転換



させ、

圧力が高 くな つた前記第 2 の圧力容器か らの透過水 を前記第 3 の圧

力容器で処理する請求の範囲第 1 項 か ら第 4 項 のいずれか 1 項 に記載

の逆浸透処理装置。

[ 請求項 6] 前記第 1 の圧力容器 に前記被処理水 を供給する高圧ポ ンプを、 さ ら

に備 え、

前記 ターボチヤ一ジャー型エネルギー回収装置で回収 されたェネル

ギーを前記高圧ポ ンプに前記被処理液 を供給する供給手段 と して使用

する請求の範囲第 3 項 に記載の逆浸透処理装置。

[ 請求項7] 前記第 1 の圧力容器の供給する前記被処理水の前処理 を行 う前処理

シ ステ ム を、 さ らに備 え、

前記 ターボチヤ一ジャー型エネルギー回収装置で回収 されたェネル

ギ一を前記前処理 シ ステ ム に前記被処理液 を供給する供給手段 と して

使用する請求の範囲第 3 項 に記載の逆浸透処理装置。



補正 され た請求の範囲
[ 2013 年 4月23 日 （23.04.2013 ) 国際事務局受理 ]

[請求項 1] 被処理水を一次処理する第 1 の圧力容器と、前記一次処理によって

処理された前記被処理水を二次処理する第 2 の圧力容器と、を備え、

前記第 1の圧力容器内および前記第 2 の圧力容器内に、逆浸透膜を

備える逆浸透膜エ レメン トを 1個、あるいは、集水配管により直列に

複数接続して配置されており、

前記第 1の圧力容器は、一方の端部に被処理水を供給する被処理水-

導入管を、他方の端部に、前記一次処理された前記被処理水を排出す

る第 1 の濃縮水排出管と、透過水を排出する第 1 の排出管と、前記第

1の排出管に接続され、前記第 1 の圧力容器内の圧力を調整する透過

水流量調整バルブと、を有し、

前記第 2 の圧力容器は、一方の端部に、前記一次処理された前記被

処理水を導入する一次処理水導入管と、他方の端部に、前記二次処理

された前記被処理水を排出する第 2 の濃縮水排出管と、透過水を排出

する第 2 の排出簠と、を有し、

前記第 1の排出管と前記透過水流量調整バルブとの間に、エネルギ

一回収装置を有する逆浸透処理装置。

[請求項 2] 前記エネルギー回収装置が、 P X 型エネルギー回収装置、または、

DWE E R型エネルギー回収装置である請求の範囲第 1項に記載の逆

浸透処理装置。

[請求項 3] 前記エネルギー回収装置が、ターボチャージヤー型エネルギー回収

装置である請求の範囲第 1項に記載の逆浸透処理装置。

[請求項 4] 前記エネルギー回収装置が、タービン発電機である請求の範囲第 1

項に記載の逆浸透処理装置。

[請求項 5] 低い圧力で逆浸透膜処理力《可能な逆浸透膜ェレメン トを有する第 3

の圧力容器を、さらに備え、

前記エネルギー回収装置により、前記第 1 の圧力容器から排出され

る透過水の背圧を、前記第 2 の圧力容器から排出される透過水に転換

補正された用羝 （条約第 1 9条）



させ、

圧力が高 < なった前記第 2 の圧力容器か らの透過水を前記第 3 の圧

力容器で処理する請求の範囲第 1項か ら第 4 項のいずれか 1項に記載

の逆浸透処理装置。

[請求項 6] 前記第 1の圧力容器に前記被処理水を供給する高圧ポンプを、さら

に備え、

前記タ一ポチャ一ジャー型エネルギー回収装置で回収 されたェネル

ギーを前記高圧ポンプに前記被処理液を供給する供給手段 として使用

する請求の範囲第 3 項に記載の逆浸透処理装置。

[請求項 7] (補正後） 前記第 の圧力容器に供給する前記被処理水の前処理を行 う前処理

システムを、さらに備え、

前記ターポチヤージャー型エネルギー回収装置で回収 されたェネル

ギーを前記前処理システムに前記被処理液を供給する供給手段として

使用する請求の範囲第 3 項に記載の逆浸透処理装置。

[請求項 8] (追加） 被処理水を一次処理する第 1の圧力容器 と、前記一次処理によって

処理された前記被処理水を二次処理する第 2 の圧力容器 と、を備え、

前記第 1の圧力容器内および前記第 2の圧力容器内に、逆浸透膜を

備える逆浸透膜エ レメン トを 1個、あるいは、集水配管によ り直列に

複数接続 して配置 されてお リ、

前記第 1の圧力容器は、

—方の端部に、被処理水を供給する被処理水導入管を、

他方の端部に、前記一次処理 された前記被処理水を排出する第 1の

濃縮水排出管と、透過水を排出する第 1の排出管 と、前記第 1の排出

管に接続 され、前記第 1の圧力容器内の圧力を調整する透過水流量調

整バルブと、を有 し、

前記第 2 の圧力容器は、

一方の端部に、前記一次処理 された前記被処理水を導入する一次処

理水導入管を、

補 正 され た用紙 （条約第 19条 ）



他方の端部に、前記二次処理された前記被処理水を排出する第 2 の

濃縮水排出管と、透過水を排出する第 2 の排出管と、を有し、

前記第 1の排出管と前記透過水流量調整バルブとの間に、ターボチ

ヤージャー型エネルギー回収装置を有する逆浸透処理装置において、

前記ターボチャージヤー型エネルギー回収装置で回収されたェネル

ギーを、以下の 1一3 の順番で使用することを特徴とする逆浸透処理

方法。

1 . 前記第 1の圧力容器に前記被処理水を供給する高圧ポンプに、前

記被処理液を供給する供給手段

2 . 前記第 1の圧力容器に供給する前記被処理水の前処理を行う前処

理システムに、前記被処理液を供給する供給手段

3 . 前記第 の圧力容器で一次処理された前記被処理水を前記第 2 の

圧力容器に供給する供給手段

補正された用紙 （条約第 19条 )



条約第 1 9 条 （1 ) に基づ く説明書

請求の範囲第 7 項において、 1 行 目の 「前記第 1 の圧力容器の供給する」を

「前記第 1 の圧力容器に供給する」に補正 した。誤記の修正である。

請求の範囲第 8 項は、請求項 1 .と明細書の段落 0 0 4 7 等に基づいて新たに
追加 した請求項である。請求の範囲第 8 項は、ターボチ ャージヤー型エネルギ
一回収装置で回収されたエネルギーを、以下の 1 一3 の順番で使用することを
特徴とする。

. 第 1 の圧力容器に被処理水を供給する高圧ポンプに、被処理液を供給する
供給手段
2 . 第 1 の圧力容器に供給する被処理水の前処理を行う前処理システムに、被
処理液を供給する供給手段
3 . 第 1 の圧力容器で一次処理された被処理水を第 2 の圧力容器に供給する供

給手段

これにより、第 1の圧力容器 （第 1 のベッセル 8 0 ) か らの背圧を効果的に
利用することができる （明細書の段落 0 0 4 7 ) 。文献 1〜3 のいずれにも、
この技術的特徴について記載されていない。
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2 . A s all searchable claims could be searched without effort justifying additional fees, this Authority did not invite payment of
additional fees.

3. □ A s only some of the required additional search fees were timely paid by the applicant, this international search report covers
only those claims for which fees were paid, specifically claims Nos.:

4 . □ N o required additional search fees were timely paid by the applicant. Consequently, this international search report i
restricted to the invention first mentioned in the claims; it i s covered by claims Nos.:

Remark on Protest The additional search fees were accompanied by the applicant's protest and, where applicable, the
payment of a protest fee.

The additional search fees were accompanied by the applicant's protest but the applicable protest
fee was not paid within the time limit specified in the invitation.

N o protest accompanied the payment of additional search fees.

Form PCT/ISA/210 (continuation of first sheet (2》（July 2009)



国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 2 / 0 8 1 6 6 5

発 明の属す る分野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. B01D61/06 (2006. 01) i , B01D61/12 (2006. 01) i ，B01D61/58 (2006. 01) i , C02F1/44 (2006. 01) i

B . — 調査 を行った分野
調査 を行った最小限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. B01D61/00- 71/82 ，C02F1/44

最小限資料以外の資料で調査 を行 った分野に含まれ るもの

日本国実用新案公報 9 2 2 - 1 9
日本 国公 開実用新案公報 9 7 1 - 2 0
日本 国実用新案登録公報 9 9 6 - 2 0
日本 国登録実用新案公報 9 9 4 - 2 0

国際調査で使用 した電子デ -ス （デぃ -ス の 9名111 称 、調査 に使用 した用語 )
6333
年年年年

C . 関連す ると認 め られ る文献
引用文献の 関連す る
カ テ ゴ リー * 引用文献名 及び一部の箇所が関連す るときは、そ の 関連す る箇所の表示 請求項 の番号

X JP 2000-51663 A (東 レ株 式会社） 2000. 02. 22, 【0 0 0 1 】、 【0 0 1, 4

Y 3 3 】 一 【0 0 3 8 】、 【0 0 4 9 】、 【0 0 5 4 】、 【0 0 6 3 】、 【0 2， 3， 6， 7

A 0 6 4 】、図 1 (フ ァ ミリー な し） 5

JP 2010-179264 A (三菱重工業株 式会社）2010. 08. 19, 【0 0 0 1 】、 2， 3， 6， 7

【0 0 3 9 】、 【0 0 4 2 】 ― 【0 0 4 4 】、図 4 & EP 2394964 A 1 &

0 2010/089912 A 1 & AU 2009339547 A

c 欄 の続 きに も文献が列挙 されてい るc パ テ ン トフ ァ ミ リー に関す る別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の 後に公表 された文献
ΓΑ 」特 に関連のある文献ではなく、一般的技術水準 を示す Γτ 」国際出願 日又は優先 日後 に公表 された文献であって

もの 出願 と矛盾す るものではな く、発明の原理又は理論
ΓΕ 」国際出願 日前の出願 または特許 であるが、国際出願 日 の理解 のために引用す るもの

以後 に公表 され た もの x 特に関連のある文献であって、当該文献のみで発明
「L 」優先権主張に疑義 を提起す る文献又は他 の文献の発行 の新規性又は進歩性がない と考 え られ るもの

日若 しくは他 の特別 な理 由を確 立す るために引用す 「Y 」特に関連のある文献であって、当該文献 と他の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上の文献 との、当業者 に とって 自明である組合せ に

Γθ 」 口頭 による開示、使用、展示等に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え
ΓΡ 」国際出願 日前で、かつ優先権の主張の基礎 となる出願 Γ& 」同一パ テ ン トフ アミリー文献

国際調査 を完了 した 日 国際調査報告の発送 日
3 . 0 2 . 2 0 1 3 2 6 . 0 2 . 2 0 1 3

国際調査機 関の名称及びあて先 特許庁審査官 （権限のある職員） 4 D 4 5 0 5

日本 国特許庁 （I S A J Ρ ) 片 山 真紀
郵便番号 1 0 0 — 8 9 1 5

東京都千代 田区霞が関三 丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 4 2

様式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ペ ージ） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番 号 P C J P 2 0 0 8 1 6 6 5

C (続 き） . 関連す ると認 め られ る文献
引用文献 の 関連す る
カ テ ゴ リー * 引用文献名 及 び一部の箇所が関連す る ときは、そ の 関連す る箇所 の表示 請求項の番号

A JP 2003-170165 A (東 レ株 式会社） 2003. 06. 17 【0 0 4 1 】、 【0 1-7
0 4 2 】、図 2 ( フ ァ ミ リ一 な し）

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 2 ペー ジ の続 き） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 2 / 0 8 1 6 6 5

第 Π欄 請求の範囲の一部の調査ができない ときの意見 （第 1 ページの 2 の続き）

法第 8条第3項 （P C T 17条 （2) (a) ) の規定によ り、 こ の 国際調査報告 は次の理 由に よ り請求の範 囲の一部 について作
成 しなかった。

1 . 請求項 は、この国際調査機 関が調査 をす ることを要 しない対象 に係 るものである。
つま り、

2 . 請求項 は、有意義な国際調査 をす ることができる程度まで所定の要件 を満
ない国際出願 の部分に係 るものである。つま り、

3 . 請求項 は、従属請求の範囲であって P C T 規則 6. 4 (a) の第 2 文及び第3文の規定に
従って記載 されていない。

第 欄 発明の単一性が欠如 しているときの意見 （第 1 ページの 3 の続 き）

次に述べ るよ うにこの国際出願 に二以上の発明があるとこの国際調査機 関は認 めた。

請求項 1 に係 る発 明はJP 2000-51663 Aに よ り新規性 を有 しない。
よって、請求項 1 に係 る発 明 と請求項 2 — 7 に係 る発 明 との間で同一の又は対応す る特別 な

技術的特徴 を見いだす ことができなレ、。

1 . 出願人が必要な追加調査手数料 をすベて期間内に納付 したの で 、 この 国際調査報告は、すべての調査可能な請求
項について作成 した。

2 . . 追加調査手数料 を要求す るまでもなく、すべての調査可能な請求項について調査す ることができたので、追加調
查手数料の納付 を求めなかった。

3 . 出願人が必要な追加調査手数料 を一部のみ しか期間内に納付 しなかったので、この国際調査報告は、手数料の納
付のあった次の請求項のみについて作成 した。

4 . 出願人が必要な追加調査手数料 を期間内に納付 しなかったの で 、 この 国際調査報告は、請求の範囲の最初に記載
されてい る発明に係 る次の請求項について作成 した。

追加調査手数料の異議の申立てに関す る注意
□ 追加調査手数料及び、該当す る場合には、異議 申立手数料の納付 と共に、出願人か ら異議 申立てがあった。

追加調査手数料の納付 と共に出願人か ら異議 申立てがあつたが、異議 申立手数料が納付命令書に示 した期間
内に支払われなかった。

追加調査手数料の納付はあったが、異議 申立てはなかった。

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 1 ページの続葉 （2 ) ) ( 2 0 0 9 年 7 月）


	abstract
	description
	claims
	wo-amended-claims
	amend-statement
	drawings
	wo-search-report
	wo-search-report

